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原子力規制委員会  
 

 
 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第３６条第 1項の規定

に基づく保安のために必要な措置命令に係る弁明の機会の付与について 
 

 原子力規制委員会（以下「当委員会」という。）は、核原料物質、核燃料物質及び原子炉

の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号。以下「原子炉等規制法」という。）第３

６条第１項の規定に基づき、保安のために必要な措置命令を下記のとおり行う予定です。 

 ついては、行政手続法（平成５年法律第８８号）第１３条第１項第２号の規定により、貴

機構に対し弁明の機会を付与しますので、弁明がある場合には、平成２５年５月２３日まで

に文書により提出してください。 

 

記 

 
１ 予定している不利益処分の内容及び不利益処分の根拠となる法令の条項 
  原子炉等規制法第３６条第１項の規定に基づき、（１）に掲げる原子炉施設について、

（２）の保安のために必要な措置を命令すること。 

 

（１） 対象となる原子炉施設 

    高速増殖原型炉もんじゅ（以下「もんじゅ」という。） 

 

（２） 保安のために必要な措置 

① 以下の事項を含め、保守管理体制及び品質保証体制を再構築すること。 
・経営層は、もんじゅの保守管理業務が確実に実施でき、かつ、新たに点検

時期の超過を発生させないよう人材、設備等、予算を適切に配分するとと

もに、保守管理業務を担当する職員を組織内で適正に評価すること 
・組織として、保全計画の対象となる全ての機器の点検状況を正確に把握し、

管理できるシステムを構築すること 
② 「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第３６条第１項の



規定に基づく保安のために必要な措置命令について（平成２４年１２月１２日

原管Ｐ発第１２１２０７００１号）」（以下「措置命令」という。）に対し、平成

２５年１月３１日に貴機構が「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関

する法律第３６条第１項の規定に基づく保安のために必要な措置命令について

（平成２４年１２月１２日 原管Ｐ発第１２１２０７００１号）に対する結果

報告について（平成２５年１月３１日 ２４原機（も）６３５）」（以下「結果

報告書」という。）を提出した時点において、措置が完了していないものについ

て、措置命令に従い、引き続き、必要な措置を講ずること。 
③ 上記①及び②について、貴機構の措置が完了した後、対応結果について当委

員会へ報告すること。 
④ 上記③に関する当委員会の確認が完了するまでの間、保安の確保に必要な点

検等を除き、原子炉等規制法第２８条第１項に基づく使用前検査（原子炉施設

の性能に関する事項に限る）を進めるための活動を行わないこと。 
 
２ 不利益処分の原因となる事実 

 平成２５年１月３１日に貴機構から結果報告書の提出を受け、同年２月１４日か

ら１５日までの立入検査、平成２４年度第４回保安検査等を通じて、もんじゅにお

いて、約１万の機器について保全計画に定めた点検間隔／頻度での点検を行わなか

ったこと、保全の有効性評価を実施せず複数にわたり点検を先送りしたこと、措置

命令に基づき一部機器について点検を実施したこと等を確認した。 
 上記の確認結果に基づき、当委員会は、原子炉等規制法第３５条第１項の規定に

基づく、研究開発段階にある発電の用に供する原子炉の設置、運転等に関する規則

（平成１２年総理府令第１２２号）第２６条の２第１項、第２６条の２の４第２号、

第２６条の２の５第１号ロ、第３号及び第５号、第２６条の２の６第１号、第２６

条の２の７各号、第２６条の３並びに第３０条第１項第４号イ、ロ及びニからヘま

での規定に違反すると判断する。 
 
３ 弁明書の提出先 

原子力規制委員会原子力規制庁安全規制管理官（PWR・新型炉担当）付 
〒106-8450  
東京都港区六本木 1 丁目 9 番 9 号 
TEL：03-3581-3352（代表） 

 

以上 

 


